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研究成果の概要（和文）：2008 年 2 月に日本全国より 41,798 人の女子児童・生徒の初潮に関わ

る資料を収集した。プロビット法による日本女性の平均初潮年齢は 12 歳 2.3 ヵ月 (12.189 歳)

で、現在 12 歳 2.0 ヵ月前後で、第二次世界大戦後二度目の停滞傾向が持続していると考えられ

る。初潮年齢は、睡眠や朝食習慣のような健康習慣と連動していると見られる。平均初潮年齢の

地域差は、初潮年齢が各個人の発達指標であるとともに、国内における社会・経済的格差や健康

格差を反映している可能性がある。 

 
研究成果の概要（英文）：The material collected in February2008 consisted of a random 
sampling of 41,798 schoolgirls (9-15 years old).  The mean age at menarche of Japanese 
schoolgirls was found to be 12.189 years (12 years and 2.3 months.)  In comparison with the 
mean age of 2005, the mean age had not significantly changed.  The mean menarcheal age 
in Japan was thought to be decreasing since the 1990s.   The trend towards early 
maturation in Japan had obviously leveled off．The age of menarche serves as a reliable 
instrument with which the health practice and socio-economical difference of each region 
may be measured. 
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１． 研究開始当初の背景 

ヨーロッパ近代社会における青年期発達
の成立と並行して、発達加速現象（Secular 

trend, Acceleration ）が体格の向上、性成
熟年齢の低年齢化等の変化として注目され
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始めてから１００年以上経過した。発達加速
現象は地球規模で進行してきたと考えられ
る。 

一方、国内外の思春期・青年期発達には
様々な問題点が指摘されている。犯罪や非行
にまで至らなくても、不登校や対人関係能力
の低下、性行動の低年齢化、１０代の妊娠中
絶の増大等は、思春期変化にともなう青年期
発達がその背後にあり、思春期変化から青年
期への適応の困難さ改めて示していると考
えられる。これらの問題の背景には、思春期
変化の低年齢化が青年期発達の枠組変化と
して関係している可能性は大きい。特に日本
では、女子の初潮年齢という性成熟の代表的
指標が一層の低年齢化を示し、世界的に最も
低年齢化していると考えられる。 

初潮・初経は女性の思春期変化として、青
年期開始の顕著な指標のひとつとされ、その
時期に個人差や集団差、また時代差等がある
ことはよく知られている。いわゆる発達加速
現象の重要な指標でもある。 

大阪大学における発達加速現象の研究グ
ループは昭和３６年以来、定期的に１１回の
全国規模の初潮調査を実施し、累計３０２万
人にのぼる初潮に関する個人資料を収集し、
性成熟に関する発達加速現象を研究してき
た。このような発達加速現象ないし性成熟低
年齢化の原因を探るとともに、初潮年齢の低
年齢化、また初潮年齢そのものの女性の健康
や生涯発達との関連性を追求することは重
要と考えられる。 

 
２．研究の目的 

いわゆる発達加速現象は、欧米では１９ 
６０年頃から停止傾向が指摘され、日本でも
１９８０年代には停止傾向が見られた。しか
し、初潮年齢に関しては１９９０年代にはい
り新たな低年齢化傾向が見られ始めた。本研
究の主要な目的は第 12 回全国初潮調査を実
施し、2008（平成 20）年２月における日本の
女子・児童生徒の初潮・初経の現状を分析す
ることである。 

 
３．研究の方法 
(1)調査協力者：全国学校総覧より、４７都
道府県から無為抽出された小学校３,０３０
校、中学校 2,８２０校、計５，８５０校に在
籍する小学校４，５，６年、中学校１，２，
３年の女子児童･生徒。 
(2)調査内容：無記名で、生年月、初潮の有
無、有りの場合はその時期（学年と月）、お
よび附加質問から構成されていた。 
(3)調査時期：平成２０年（２００８）年１
月に郵送で調査票を送付、２月中に全国一斉
に実施した。 
(4)回収率・回答者数：今回の調査では、小
学校５０５校（回収率１６．７％）、中学校

５６８校（回収率２０．１％）、全体として
は 1,０７３校（１８．３％）から回収された。
小・中学校とも、全国 47 都道府県のから回
収されている。のべ回答者は４２、０２４人
であったが、初潮に関する有効回答者はのべ、
４１，７９８人（99.５％）であった。これ
は、母集団（平成２０年５月における全国の
小４から中３の女子在籍者３、５１４、６５
０人）の１．２％に相当する。調査環境の悪
化が続き、回収率が前回（２２．０％）から
さらに３．７％低下している。しかしながら、
全国的な傾向を推定するのに十分な回収率
と人数と考えられる。なお、本調査１２回の
協力者の累計は３,０６１,８３５人となっ
た。 

４．研究成果 
(1)2008 年における全国平均初潮年齢  

全国集計の結果、各学年別既潮率は以下のよ
うであった。（）は前回２００５年の既潮率
である。 
 

小学校４年生： ６．７％（ ６．８％） 
小学校５年生：２５．４％（２４．８％） 
小学校６年生：５８．３％（５７．４％） 
中学校１年生：８３．４％（８２．４％） 
中学校２年生：９５．２％（９５．０％） 
中学校３年生：９８．８％（９８．５％） 
 

全学年１％以下の変動であった。これら学年
別の既潮率から（status quo method）プロ
ビット法(年齢の対数変換無し、プロビット
モデル)により推定した平均初潮年齢（初潮
の有り無しのみで計算する５０％推定年齢、
中央値）、は１２．１８９歳（１２歳２．３
ヵ月）（標準誤差（９5％）：１２歳０．６ヵ
月～１２歳３．９ヵ月）、標準偏差１歳３．
４ヵ月）で、前回より０．３ヵ月早くなった。
微弱な変動はあるものの低年齢化は停止状
態と考えられる。上記プロビット法による各
既潮率到達推定年齢は以下のようであった。 
 
既潮率 01％: 9.201 歳( 9 歳 2.4 ヵ月) 
既潮率 05％:10.076 歳(10 歳 0.9 ヵ月) 
既潮率 10％:10.543 歳(10 歳 6.5 ヵ月) 
既潮率 20％:11.108 歳(11 歳 1.3 ヵ月) 
既潮率 30％:11.515 歳(11 歳 6.2 ヵ月) 
既潮率 40％:11.864 歳(11 歳 10.4 ヵ月) 
既潮率 50％:12.189 歳(12 歳 2.3 ヵ月) 
既潮率 60％:12.515 歳(12 歳 6.2 ヵ月) 
既潮率 70％:12.863 歳(12 歳 10.4 ヵ月) 
既潮率 80％:13.270 歳(13 歳 3.2 ヵ月) 
既潮率 95％:14.302 歳(14 歳 3.6 ヵ月) 
既潮率 99％:15.178 歳(15 歳 2.1 ヵ月) 
 
なお、今回のデ－タでは年齢の対数変換
し(底 e)、プロビットモデルを用いた計算
のほうが、相対的にあてはめがよい。その



場合１２．１２９歳(12 歳 1.5 ヵ月)、標準
偏差 1歳０．６ヵ月となる。既潮率を満月
齢別にみると５０％を超えるのは、１４４
ヵ月(４４．０％)から１４５ヵ月(５２．
８％)であり、１２歳０ヵ月から１ヵ月の
間になる。前回より 1 ヵ月前傾している。 
(2)全国平均初潮年齢の推移 
本研究における日本の女子児童・生徒の
平均初潮年齢（標準偏差）の推移は以下の
ようであった。 
 
1961 年:13 歳 2.6 ヵ月(1 歳 2.2 ヵ月) 
1964 年:13 歳 1.1 ヵ月(1 歳 1.6 ヵ月) 
1967 年:12 歳 10.4 ヵ月(1 歳 1.7 ヵ月) 
1972 年:12 歳 7.6 ヵ月(1 歳 1.6 ヵ月) 
1977 年:12 歳 6.0 ヵ月(1 歳 1.6 ヵ月) 
1982 年:12 歳 6.5 ヵ月(1 歳 1.0 ヵ月) 
1987 年:12 歳 5.9 ヵ月(1 歳 1.1 ヵ月) 
1992 年:12 歳 3.7 ヵ月(1 歳 1.1 ヵ月) 
1997 年:12 歳 2.0 ヵ月(1 歳 1.2 ヵ月) 
2002 年:12 歳 2.0 ヵ月(1 歳 2.9 ヵ月) 
2005 年:12 歳 2.6 ヵ月(1 歳 3.6 ヵ月) 
2008 年:12 歳 2.3 ヵ月(1 歳 3.4 ヵ月) 
 
(3)都道府県別既潮率・平均初潮年齢 2008
年 2月現在、平均初潮年齢の最も低い県は、
宮城県１１．８７歳（11 歳 10.4 ヵ月）で
あり、最も高い県は山口県１２．３７歳（12
歳 4.4 ヵ月）であった。都道府県別平均初
潮年齢の低年齢から上位 5位と下位 5県は
下記のようであった。（）内は、９５％信
頼区間である。47 都道府県内には、従来通
り約半年の差異が見られた。宮城・青森・
沖縄・秋田・岩手・福岡・福島の 7県が 12
歳未満（四捨五入前）であった。 
 
( 低年齢 5 県 ) 
１．宮城１１．８７(11.71－12.02) 
２．青森１１．９１(11.75－12.05) 
３．沖縄１１．９４(11.84－12.03) 
４．秋田１１．９４（11.79－12.08） 
５．岩手１１．９６（11.83－12.08） 
 
( 高年齢 5県 ) 
４３．長崎１２．２９（12.10－12.46） 
４４．長野１２．３０（12.04－12.57） 
４５．岡山１２．３２（12.18－12.45） 
４６．鳥取１２．３５（12.23－12.47） 
４７．山口１２．３７（12.23－12.51） 
 
従来からの沖縄県を例外とする「北高・
南低現象」は今回も保持されている。沖縄
県と東北諸県の既潮率が高く、中国・九州
諸県が低い傾向である。このような地域差
が、他の発達に関連する指標とどう結びつ
くか検討する必要があると考えられる。
2005 年（平成 17 年）調査の都道府県別・

平均初潮年齢と県別の工業製品年間出荷
額（一人あたり民力水準、朝日新聞出
版,2009）には、正の相関関係（ｒ＝．４
２，ｐ＜．０１）が見られる一方、調査対
象の小学校 6 年生と対応する平成 18 年度
中学１年生女子の肥満傾向児出現率（文部
科学省,2007）とは負の相関関係（ｒ＝－．
５９，ｐ＜．００１）が見られた。一人あ
たりの県別の工業製品年間出荷額が増加
すると、平均初潮年齢は高くなり、肥満傾
向児出現率の比率が高まると平均初潮年
齢は低くなる傾向が見られた。このような
平均初潮年齢の地域差は、他の社会指標と
の関連から、初潮年齢が各個人の発達指標
であるとともに、国内における社会・経済
的格差や健康格差を反映している可能性
がある。また肥満傾向児出現率との関連は、
来潮における脂肪の蓄積説との関連性も
示唆している。平均初潮年齢の地域差が、
他の発達や健康等と関連する指標とどう
結びつくか検討することにより、女性の発
達における初潮年齢の意義がさらに深ま
っていくと考えられる。 

(4)初潮年齢と附加質問との関連 
各学年を未潮群と既潮群で性別受容の肯

定率をみると、既潮群が各学年とも肯定率が
低い( 小４から中１：ｐ＜.001、中２：ｐ＜.01、
中３：ｐ＜.05 )。各学年で、相対的に、早熟
群の肯定率が低い傾向にあるといえよう。初
潮の時期が女子思春期における発達の方向
性に影響を与えることが想定される。逆に、
睡眠時間の短さや朝食習慣の悪化が、来潮時
期を早めていることも分析されており、様々
な発達環境や健康習慣が、思春期の時期に影
響していることも示された。子どもたちの発
達環境の見直しが必要と考えられる。 
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